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意見提出者 個人 

 

１．項目 コピーワンス・ダビング１０・Ｂ－ＣＡＳ 

２．既存の制

度・規制等

によってＩ

ＣＴ利活用

が阻害され

て い る 事

例・状況 

 無料の地上放送の全てに、２００８年まではコピーワンスというコピー

を１個しか認めない異常に厳しいコピー制限がかけられていた。２００８

年からわずかに緩和されたが、やはりダビング１０という不当に厳しいコ

ピー制限が今も維持されている。このようなコピー制限を維持するためと

して、無料の地上放送の全てにＢ－ＣＡＳによりスクランブル・暗号化が

施されているという状態が今もなお続いている。 

 

 ２００９年の総務省の情報通信審議会の中間答申で、ようやく無料の地

上放送へＢ－ＣＡＳシステムとコピーワンス運用の導入を可能とした２０

０２年６月の省令改正についての記載が加えられた。このように以前、無

料の地上放送へのスクランブル・暗号化を禁じる省令が存在していた理由

についての記載はやはり無いが、これは、無料地上放送は本来あまねく見

られるべきという理念があったことの証明。過去の検討経緯についてより

きちんとした情報開示を行い、このような過去の省令に表れている無料の

地上放送の理念についても念頭においた上で再検討が進められるべき。 

 

 Ｂ－ＣＡＳシステムは談合システムに他ならず、これは、放送局・権利

者にとっては、視聴者の利便性を著しく下げることによって、一旦は広告

つきながらも無料で放送したコンテンツの市場価格を不当につり上げるも

のとして機能し、国内の大手メーカーとっては、Ｂ－ＣＡＳカードの貸与

と複雑な暗号システムを全てのテレビ・録画機器に必要とすることによっ

て、中小・海外メーカーに対する参入障壁として機能している。 

 

以前は総務省令によって、無料の地上放送へのこのようなスクランブ

ル・暗号化の導入は禁止されていたが、総務省は、平成１４年６月にこの

省令の改正を行い、 本来あまねく見られることを目的とする無料の地上放

送へＢ－ＣＡＳシステムとコピーワンス運用の導入を可能として、無料地

上波本来の理念をねじ曲げ、放送局と権利者とメーカーの談合に手を貸し

ている。 

 昨年運用が開始されたダビング１０に関しても、大きな利便性の向上な

くして、より複雑かつ高価な機器を消費者が新たに買わされるだけの弥縫

策としか言いようがなく、一消費者・一国民として納得できるものでは全

くない。さらに、ダビング１０機器に関しては、テレビ（チューナー）と

録画機器の接続によって、全く異なる動作をする（接続次第で、コピーの

回数が９回から突然１回になる）など、公平性の観点からも問題が大きい。 

 

視聴されることを本来目的とする、無料の地上放送においてコピーを制

限することは、視聴者から視聴の機会を奪うことに他ならない。 

 

 無料の地上放送におけるＤＲＭは本当に縛りたい悪意のユーザーは縛れ

ず、一般ユーザーに不便を強いているだけである。さらに、Ｂ－ＣＡＳカ
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ードのユーザー登録の廃止により、Ｂ－ＣＡＳカードによるユーザーに対

するコピー制御の技術的なエンフォースは完全に不可能となっており、既

に存在意義を完全に失っているＢ－ＣＡＳカード・システムは速やかに完

全に地上デジタル放送から排除されるべきである。 

 

 ２００９年の情報通信審議会の中間答申において、現行のＢ－ＣＡＳシ

ステムと併存させる形でチップやソフトウェア等の新方式を導入すること

が提言されており、今も恐らく企業レベル等で検討が進められているもの

と思うが、無意味な現行システムの維持コストに加えて新たなシステムの

追加で発生するコストまでまとめて消費者に転嫁される可能性が高く、こ

のような弥縫策は、一消費者として全く評価できないものである。さらに

言うなら、これらの新方式は、不正機器対策には全くならない上、新たに

作られるライセンス発行・管理機関が総務省なりの天下り先となり、新方

式の技術開発・設備投資コストに加え、天下りコストまで今の機器に上乗

せされかねないものである。この審議会において同じく検討課題とされて

いた、制度的エンフォースメントにしても、正規機器の認定機関が総務省

なりの天下り先となり、その天下りコストがさらに今の機器に上乗せされ

るだけで、しかも不正機器対策には全くならない。 

 

 無料の地上放送の理念を歪め、放送局・権利者・国内の大手メーカーの

談合を助長している、無料の地上放送にかけられているスクランブル・暗

号化こそ問題なのであって、Ｂ－ＣＡＳ類似の無意味なシステムをいくら

併存させたところで、積み上げられるムダなコストが全て消費者に転嫁さ

れるだけで何の問題の解決にもならず、同じことが繰り返されるだけだろ

う。基幹放送である無料地上波については、Ｂ－ＣＡＳシステムを排除し、

ノンスクランブル・コピー制限なしを基本とすること以外で、この問題の

本質的な解決がもたらされることはない。 

 

 法的にもコスト的にも、どんな形であれ、全国民をユーザーとする無料

地上放送に対するコピー制限は維持しきれるものではない。 

３．ＩＣＴ利

活用を阻害

する制度・

規制等の根

拠 

― 

４．ＩＣＴ利

活用を阻害

する制度・

規制等の見

直しの方向

性について

の提案 

あまねく見られることを目的とするべき、基幹放送である無料地上波につ

いては、ノンスクランブル・コピー制限なしを基本とする。 

無料地上波については、ノンスクランブル・コピー制限なしとすることを、

総務省が勝手に書き換えられるような省令や政令レベルにではなく、法律

に書き込む。 

無料の地上放送についてはスクランブルもコピー制御もかけないこととす

る逆規制を、政令や省令ではなく法律のレベルで放送法に入れる。 

 


